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６５歳以上

ＹＥＳ

◎介護保険 ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ ｹｱﾌﾟﾗﾝ Ｐ３～Ｐ１０

◎介護予防・日常生活支援総合事業 ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ、ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

一人暮らし ｼｮｰﾄｽﾃｲなど

ＹＥＳ

◎ Ｐ１１

◎ Ｐ１２

◎ Ｐ１４

▲ Ｐ１５、Ｐ１６

▲ Ｐ１７、P１８

▲ Ｐ１９

▲ Ｐ２１

ＮＯ

高齢者のみ

ＹＥＳ

◎ Ｐ１１

▲ Ｐ１２

▲ Ｐ１４

▲ Ｐ１５、Ｐ１６

▲ Ｐ１７、P１８

▲ Ｐ１９

▲ Ｐ２０

▲ Ｐ２１

ＮＯ

介護認定

ＹＥＳ

◎ Ｐ１７、P１８

▲ Ｐ１９

▲ Ｐ２０

ＮＯ

ＮＯ 40歳以上で

特定疾病※

ＹＥＳ

ＮＯ

Ｐ２２

※特定疾病・・・初老期における認知症、筋萎縮性側索硬
化症、パーキンソン病関連疾患、後縦靭帯骨化症、骨折を
伴う骨粗しょう症、多系統萎縮症、早老症、脊髄小脳変性
症、関節リウマチ、脊柱管狭窄症、脳血管疾患、閉塞性動
脈硬化症、慢性閉塞性肺疾患、糖尿病性神経障害・腎
症・網膜症、両側の膝関節または股関節に著しい変形を
伴う変形性関節症、進行性核上性麻痺、末期がん

◎制限無
▲制限有

家族介護慰労金　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

給食サービス　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

介護サービスの利用・・・・・・・・・・・・・・・・・・

高齢者等福祉タクシー料金助成（介護要件有）　・・・・・・・・・・・

日常生活用具購入費助成支給　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

探してみよう使えるサービス（高齢者）

寝具洗濯乾燥消毒サービス　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

緊急通報システム　・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・

介護用品購入費助成（課税状況・介護要件有）　・・・・・・・・・・・

※（制度外事業）弥富市ささえあいセンター事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（課税状況・介護要件有）

日常生活用具購入費助成（課税状況により個人負担有）　・・・・・・・・・・・・・・・・・

寝具洗濯乾燥消毒サービス（課税状況により個人負担有）　・・・・・・・・・・・・・・・・

緊急通報システム（課税状況により個人負担有）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

給食サービス　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

ふれあい収集（介護・障がい要件有）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（課税状況により個人負担有、介護要件有）

介護用品購入費助成（課税状況・介護要件有）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

高齢者等福祉タクシー料金助成（介護要件等有）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（課税状況により個人負担有、介護・障がい者要件有）

（課税状況により個人負担有）

（課税状況・介護要件有）

介護用品購入費助成　・・・・・・・・・・・・・・・・・

高齢者等福祉タクシー料金助成　・・・・・・・・・

ふれあい収集（介護・障がい要件有）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

家族介護慰労金（課税状況・介護要件有）　・・・・・・・・・・・・・・



Ｐ２３～２５

Ｐ２６、P２７

Ｐ２８

Ｐ１１

Ｐ１２

Ｐ１４

Ｐ２１

Ｐ２６、P２７

Ｐ２８

Ｐ２９

Ｐ３０～Ｐ３４

Ｐ３５

Ｐ３６

Ｐ３８

Ｐ４０

Ｐ４１、Ｐ４２

Ｐ１１

Ｐ２１

Ｐ２６、P２７

Ｐ３５

Ｐ３９

被爆者健康手帳

Ｐ４３

Ｐ３６

Ｐ３７

※（制度外事業）弥富市ささえあいセンター事業・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２２

その他

身 体 障 が い 者 手 帳 ・ 療 育 手 帳

精 神 障 が い 者 保 健 福 祉 手 帳

障がい者・児
（身体・知的・精神障がい、発達障がい、難病患者等）

使えるサービス等一覧（障がい者）

　障がい福祉サービス　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　地域生活支援事業　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　障がい児通所サービス　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　給食サービス　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　緊急通報システム　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　寝具洗濯乾燥消毒サービス　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　ふれあい収集　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　地域生活支援事業　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　障がい児通所サービス　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　補装具交付、貸与、修理（身体）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　障がい者等日常生活用具給付、貸与　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　心身障がい者福祉タクシー料金助成　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　車椅子貸出　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　心身障がい者扶助料　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　在宅重度障がい者手当　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　特別障がい者手当 等　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　給食サービス　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　在宅重度身体障がい者訪問診査　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　ふれあい収集　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　地域生活支援事業　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　心身障がい者福祉タクシー料金助成　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　原子爆弾被爆者健康管理手当　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　精神障がい者給付金　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　車椅子貸出　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



 

 

相談・申請 生活する上でなにか困ることが出てきたら、まず地域包括支援センターや

介護高齢課に相談します。相談内容によって必要な介護サービスを利用する

為に、要介護認定申請を行います。 

         申請については、本人のほか家族もできます。 

（介護保険被保険者証が必要） 

① 要介護・要支援認定を受ける場合 

       介護が必要な状態か調査します。 

調査     認 定 調 査       意  見  書  

       調査員が家庭等を訪問し、介護を必要と   主治医が病気の状態などをまとめた 

       する方の心身の状態などを調査します。    医学的な見地の意見書。 

 

             コンピュータによる判定 

 

審査判定   どのくらいの介護が必要か審査します。 

                介 護 認 定 審 査 会  
         コンピュータによる判定結果や主治医の意見書などをもとに介護審査会で決め 

         られます。 

認定     認定を行い、その結果を通知します。 

要 支 援 １ 日常生活にやや低下がみられる状態 

要 支 援 ２ 日常生活の一部に低下がみられる状態 

要 介 護 １ 部分的介護を要する状態 

要 介 護 ２ 軽度の介護を要する状態 

要 介 護 ３ 中等度の介護を要する状態 

要 介 護 ４ 重度の介護を要する状態 

要 介 護 ５ 最重度の介護を要する状態 

非 該 当 介護保険のサービスは受けられません。 

サービス計画の作成 利用者の希望や状態に応じたサービス計画を作成します。 

        介護支援専門員（ケアマネジャー）に相談すると、自分の希望や心身の状態や

       家庭の状況にあった、総合的な介護サービス計画（ケアプラン）を作成してもら

       うことができます。※ 介護サービス計画の作成には利用者負担はありません。 

サービスの利用  介護サービスを利用する際には、サービス提供機関に費用の１割

              （一定以上の所得がある方は２割又は３割）を支払うことになり 

ます。☆「介護保険で受けられるサービス」（P5～P10）参照 



 

 

 

 

相談 生活する上でなにか困ることが出てきたら、まず地域包括支援センターや介護高齢課に 

相談します。相談内容によって必要な介護予防・生活支援サービスを利用するために、 

基本チェックリストを受けます。 

         （介護保険被保険者証が必要） 

② 基本チェックリストを受ける場合 

 基本チェックリスト・・・２５の質問項目で日常生活に必要な機能が低下していな 

                  いかを調べます。 

                  生活機能の低下がみられた方（事業対象者）は介護予防 

                  生活支援サービスを利用することができます。 

 

  生活機能の低下がみられた方     自立した生活が送れる方

  

                   

 

 

 

              【総 合 事 業】 

  介護予防・生活支援サービス事業  一般介護予防事業 

 （基本チェックリストに該当した方）    （６５歳以上のすべての高齢者） 

☆訪問型サービス（Ａ型）      ☆元気塾 

  ☆通所型サービス（Ａ型、Ｃ型）   ☆スマイル教室 

  ☆生活支援サービス         ☆脳若トレーニング教室 

  （ささえあいセンター）       ☆ふれあいサロン 

         

 

 



 

 

 

 

 

 

 

   ◇◇ 家庭を訪問してのサービス ◇◇ 

☆ 訪問介護（ホームヘルプサービス）  

介護福祉士やホームヘルパーが家庭を訪問して、日常生活の介護や

家事などの身のまわりの援助をします。  

☆ 訪問入浴介護 

浴槽を積んだ入浴車などで家庭を訪問して、入浴の介護を行います。  

☆ 訪問看護 

保健師や看護師が家庭を訪問し、療養上必要な処置や診療の補助を

行います。  

☆ 訪問リハビリテーション 

リハビリの専門家などが家庭を訪問し、リハビリテーションを行い

ます。  

☆ 居宅療養管理指導 

医師や歯科医師、薬剤師、歯科衛生士など  

   が訪問し、療養上の管理・指導を行います。  

   

 

   

◇ 利用者負担は費用の１割（一定以上の所得がある方は２割又は３割）で

す。  

 

居 宅 サ ー ビ ス 



 

 

 

 

 

◇◇ 施設を利用してのサービス ◇◇ 

☆ 通所介護（デイサービス・日帰り介護）  

老人デイサービスセンターなどにおいて、入浴、食事の提供、機能

訓練などのサービスを日帰りで受けられます。  

☆ 通所リハビリテーション（デイケア）  

介護老人保健施設や医療機関などで、理学療法や作業療法などのリ

   ハビリテーションを日帰りで受けられます。  

☆ 短期入所生活介護（ショートステイ）  

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）や老人短期入所施設など

に短期入所し、日常生活の介護や必要に応じて機能訓練などが受けら

れます。  

☆ 短期入所療養介護（医療型ショートステイ）  

介護老人保健施設や介護医療院などに短期入所し、看護、医学的管

理のもとで介護や機能訓練、必要な医療、日常生活の介護  

   などが受けられます。  

☆ 認知症対応型通所介護  

    認知症の利用者がデイサービス等に通い、入浴、排せつ、食事等の  

   介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練などが受けられます。  

☆ 地域密着型通所介護  

    定員１８人以下の通所介護です。原則、利用者はサービス事業所の

ある市町村に住所がある住民に限られます  

 

◇利用者負担は費用の１割（一定以上の所得がある方は２割又は３割）です。  

居 宅 サ ー ビ ス 

 



 

 

 

 

 

 

 

◇◇ 福祉用具や住宅改修など ◇◇ 

☆ 福祉用具の貸与 

    車椅子やベッドなどの福祉用具の貸与を受けることができます。  

     ※要支援１、要支援２及び要介護１の方については、原則として

一部レンタルできないものがあります。  

☆ 特定福祉用具の購入 

    排泄や入浴に使われる用具の購入費を支給します。  

☆ 居宅介護住宅改修費の支給 

    家庭での手すりの取り付けや段差の解消などの小規模な改修の費用

   を支給します。（上限額は２０万円まで）  

 

 

◇利用者負担は費用の１割（一定以上の所得がある方は２割又は３割）です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居 宅 サ ー ビ ス 



 

 

 

 

 

 ◇◇ そ   の   他 ◇◇ 

☆ 認知症対応型共同生活介護  

※ 要支援２、要介護者が対象です。  

認知症のため介護を必要とする高齢者が、５～９人で共同生活を営

む住居（グループホーム）において日常生活の介護などを行います。  

☆ 特定施設入居者生活介護 

有料老人ホームなどでも日常生活の介護などが受けられます。  

 

◇利用者負担は費用の１割（一定以上の所得がある方は２割又は３割）です。  

 

☆ 高額介護サービス費  

    １割から３割の利用者負担が著しく高額になった場合には、上限を

越えた分について、申請によりあとで市から支給されます。  

☆ 高額医療合算介護サービス費  

 医療保険と介護保険の自己負担額を合計し、基準額を超え高額にな

った場合には、上限を越えた分について、申請によりあとで市から支

給されます。  

 

☆ 介護サービス計画（ケアプラン）の作成 

    介護支援専門員（ケアマネジャー）に相談し、自分の希望や心身状

態や家族の状況にあった、総合的な介護サービス（ケアプラン）を作

成してもらうことができます。  

  ※  介護サービス計画の作成には利用者負担はありません。  

居 宅 サ ー ビ ス 

（認知症高齢者グループホーム） 

 



 

 

 

 

 

 

 

☆ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  

常に介護が必要で、家庭において介護を受けることが困難な方が入

所する施設です。日常生活上必要な介護や必要に応じて機能訓練など

のサービスを受けられます。（新規入所は、原則として要介護３以上

の方が対象です。）  

☆ 介護老人保健施設 

    入院する必要がなく、病状の安定している方が家庭復帰をめざす施

設です。看護や介護、リハビリを中心としたサービスを受けられます。  

   （要支援の方は、施設サービスは利用できません。）  

☆ 介護医療院 

長期的な医療と介護の両方が必要な方のための施設です。医学的管

理のもとで長期療養が必要な方のための医療のほか、生活の場として

の機能も兼ね備え、日常生活上の介護などを一体的に受けられます。

（要支援の方は、施設サービスは利用できません。）  

☆ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

   定員２９人以下の小規模な介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム

）で、常に介護が必要で家庭において介護を受けることが困難な方が

入所する施設です。日常生活上必要な介護や必要に応じて機能訓練な

どのサービスを受けられます。  

（※新規入所は、原則として要介護３以上の方が対象です。）  

（※原則、利用者はサービス事業所のある市町村に住所がある住民に限ら

れます。）  

◇利用者負担は費用の１割（一定以上の所得がある方は２割又は３割）です。  

施 設 サ ー ビ ス            



 

   

 

 

 

 

 

☆ 高額介護サービス費   

    １割から３割の利用者負担が一定の上限額を越えた場合について、

申請によりあとで市から支給されます。  

☆ 高額医療合算介護サービス費   

医療保険と介護保険の自己負担額を合計し、基準額を超え高額にな

った場合には、上限を越えた分について、申請によりあとで市から支

給されます。  

 

その他サービス 



 

 

 

 

 高齢者や重度の障がい者の方に、自宅へのお弁当の配達サービス又は総合  

福祉センター内喫茶室における食事代の一部を助成します 。  

 

◆  対象者  

  １．おおむね６５歳以上の高齢者のみの世帯 の方  

  ２．重度の障がい者のみの世帯の方  

  ３．高齢者と重度の障がい 者のみの世帯の方  

   ※重度の障がい者…身体障がい者手帳１級又は２級  

            療育手帳Ａ判定  

            精神障がい者保健福祉手帳１級  

◆  事業内容  １または２を選択  

  １．自宅へお弁当を配達  

日曜日から土曜日（週７回まで）の昼食か夕食のいずれか１食のお

弁当が自宅に配達されます。その際、配達業者に１食につき４２０円

を支払ってください。  

  ２．弥富市総 合福祉 センター・ 十四山総合福祉セ ンター の喫茶室に おいて

食事などをするときに利用券を使用  

     １カ月当たり８００円分（２００円×４枚）の利用券を交付し、そ

の利用券で食事などをしていただきます。  

     なお、１回に使用できる枚数は１枚（２００円）ですので、差額分

については各自負担してください。  

 

 

 

               ◇  実施方法については、自分で選ぶ  

ことができます。ただし、原則として   

年度内は変更することはできません。  

◇   自宅へお弁当を配達する際、市からの  

補助は１日１回のみです。  

メモ  



 

 

 

 

 

 ひとり暮らし高齢者及び身体障がい 者等の急病、事故等の緊急事態に対処す

るため無線発信機（ペンダント）及び緊急通報用機器を貸与し、日常生活上の

不安を軽減し、円滑な救助を受けることができます。  

◆  対象者  

  １．おおむね６５歳以上のひとり暮らし高齢者 の方  

  ２．介護保険法の要介護認定を受けた方 のうち要介護３から要介護５  

に該当する者と同居しているおおむね６５歳 以上の２人世帯の高齢者  

  ３．ひとり暮らしの身体障がい 者の方で１級から３級までの身体障がい者

手帳を有する方  

  ４．療育手帳Ａ判定、精神障がい者保健 福祉手帳１級を有するものと同居

しているおおむね６５歳以上の２人世帯の高齢者  

◆   費用負担  

１．機器等の設置及び保守管理等に要する経費の一部を 下記の階層区分に

より自己負担が必要になります。  

 

世帯の階層区分  
利用者負担額  

（１ケ月当り）  

Ａ  生活保護法（昭和 25年法律第 144号）による被

保護世帯（単給世帯を含む。）  

０円  

Ｂ  当該年度分（４月から６月までの間にあって

は、前年度分）の市町村民税非課税世帯  

０円  

Ｃ  当該年度分（４月から６月までの間にあって

は、前年度分）の市町村民税の均等割の額の

みの課税世帯〔所得割の額のない世帯〕  

１，１００円  

Ｄ  当該年度分（４月から６月までの間にあって

は、前年度分）の市町村民税の所得 割の額の

ある世帯  

２，２００円  

 

 



 

◆  事業内容   現在２社の機器を貸し出しております  

    1.ＡＬＳＯＫの機器  

  ◇  電話回線は不要でコンセントがあれば利用できます。  

   ◇  非常時は委託事業者の警備員が駆けつけ、安否確認を 行い状態に  

より救急車を手配します。  

   ◇  相談時は看護師駐在のヘルスセンターに連絡ができ、 ２４時間体制

で相談ができます。また、月に１度、ヘルスセンターより安否確認の

ための連絡が入ります。  

２ .ＮＴＴの機器（光回線不可）【※新規設置は行っていない】  

   ◇  ＮＴＴの機種を選択される場合は、回線に係る基本料金 及び  

    ダイヤル通話料等は自己負担になります。  

   ◇  非常時は消防署へ連絡が入ります。  

   ◇  相談ボタンを押した場合は、弥富市地域包括支援センターへつなが

ります。  

 

※設置機種写真  

  【機種本体写真】          【無線発信機（ペンダント）】  

        

   

    

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 在宅で寝具の衛生管理等が困難な要介護高齢者 の方及び重度身体障がい者の

方に対し、寝具洗濯乾燥消毒サービスを実施します。  

 

◆  対象者  

  １．おおむね６５歳以上のひとり暮らし高齢者 の方  

  ２．介護保険法の要介護認定を受けた方のうち要介護３から要介護５に該

当する方  

  ３．１級又は２級の身体障がい 者手帳を有する方  

 

◆  実施方法  

  年２回（８月、１２月）  

１回につき寝具４枚までです。  

 

 

◆  利用者負担（１回当たり）  

  世帯の前年度分市民税に応じて０円～３００円負担していただきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 ひとり暮らし高齢者等の生活の利便を図るため、次のような日常生活用具 の

購入費を助成します。  

 

◆  利用者負担  

  世帯の前年分の所得に応じて、一部自己負担があります。  

    

◆  用具の種類  

種   目   対   象   者     性          能    

電磁調理器 お お む ね ６ ５ 歳 以 上

で あ っ て 、 心 身 機 能

の 低 下 に 伴 い 防 火 等

の 配 慮 が 必 要 な ひ と

り暮らし高齢者等 

電磁による調理器であって、高齢者

が容易に使用し得るものであること 

火災警報器 おおむね６５歳以上

のねたきり高齢者、

ひとり暮らし高齢者

及び高齢者のみの世

帯 

屋内の火災を煙又は熱により感知し

、音又は光を発し得るものであるこ

と。（既設住宅に限る） 

自動消火器 同       上  室内温度の異常上昇又は炎の接触で

自動的に消火液を噴出し、初期火災

を消火し得るものであること。（既

設住宅に限る） 

 

 

 

 

 

 

 



 

◆  助成限度額  

種  目   助 成 限 度 額   

電磁調理器 ４１，０００円 

火災警報器 １５，５００円 

自動消火器 ２８，７００円 

 

◆  利用者負担額  

世 帯  の 階  層  区  分   利 用 者 負 担 額 

Ａ  
生活保護法（昭和25年法律第144号）による被保護 

世帯（単給世帯を含む。） 
０円 

Ｂ  前年所得税非課税世帯 ０円 

Ｃ  前年所得税課税年額が10,000円以下の世帯 １６,３００円 

Ｄ  
前年所得税課税年額が10,001円以上30,000円以下の 

世帯 
２８,４００円 

Ｅ  前年所得税課税年額が30,001円以上の世帯 全    額   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  

要介護・要支援認定をお持ちの方等の対象者に該当する方 が外出の際に指定

されたタクシーを利用する場合に、その料金の一部を助成します。  

◆  対象者  

  ①介護保険法の要介護認定又は要支援認定を受けた 者  

  ②基本チェックリスト該当者 の者（総合事業対象者の方）  

  ③７５歳以上の運転免許返納者  

取消通知書または、運転経歴証明書 の所持者 (証明書交付翌々年度末ま

で ) 

ただし、下記に該当する方は利用できません。  

① 介 護 老 人 福 祉 施 設 ・ 介 護 老 人 保 健 施 設 ・ 介 護 医 療 院 ・ 障 が い 者 支 援 施 設 等 に

入 所 し て い る 方  

  ②心身障がい者福祉タクシー料金助成券の交付を受けている方  

 ③自動車税や軽自動車税の減免を受けている方  

◆  利用券の交付枚数：年間３６枚  

◆  利用券の可能枚数：１回の乗車につき２枚まで  

◆  助  成  料  金  ：利用券１枚目：基本料金及び迎車回送料金  

              ２枚目：基本料金相当分以内の額  

◆  利用できるタクシー会社  

【一般タクシー】 

会 社  名  電   話  

名古屋近鉄タクシー 

【弥富・蟹江地区】 

（０５７０）０４－３８３３ 

【名古屋地区】 

（０５７０）０４－８８８１ 

つばめタクシーグループ （０５２）２０３－１２１２ 

フジタクシーグループ （０５２）５０２－１１５５ 

東海交通 （０５２）３２１－５４５６ 

鯱第一交通 （０５２）９１２－３４５６ 

 



 

 

【リフト付きタクシー等（福祉車両）】 ※要予約 

会 社  名  電   話  会  社  名  電  話  

つばめタクシー 

グループ 
0120-834-280 

ラ イ フ サ ポ ー ト

輝 
090-3588-3677 

三協福祉 

サービス 
（052） 364-6301 おおきなお世話 （0586） 82-1033 

福祉タクシー 

さわやか 
（0567） 26-3076 ODEKAKE （ 0567） 69-6266 

福祉タクシー 

たんぽぽ 
070-4148-6557 

介護タクシー 

ハピネス 
090-3457-0033 

ひまわりステーション （0567） 52-0910 
ピーチ福祉 

タクシー 
070-1672-0223 

福祉タクシー 

まはろ 
（0567） 26-7146 

介護タクシー 

まんてん 
090-4401-5451 

しんご福祉 

タクシー 
080-5158-3606 

介護タクシー 

そわか 
090-2576-5518 

福祉タクシー 

あやめ 
0120-66-1317 

福祉タクシー 

うたたね 
070-8959-3772 

介護タクシー 

あいさい 
（0567） 69-5014 春風  090-5857-4278 

弥栄福祉輸送 090-8866-9041 
コトー 

介護タクシー 
052-671-3052 

あんじゅ介護 

福祉タクシー 
052-888-8806 オリーブCM 080-6952-4005 

介護タクシー 

よつば 
090-1270-9997 

アタゴ福祉 

タクシー 
090-8335-3960 

さやか 

ケアタクシー 
090-1562-5554 

リードケア 

サービス 
080-2468-6168 

 

※基本料金はタクシー会社によって異なりますので、詳しくはタクシー会社へお問

い合わせください。 

※タクシー会社によっては、市内への迎車が出来ない場合がありますので、詳しく

はタクシー会社へお問い合わせください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 要介護高齢者の介護用品の購入に要する経費の一部を助成します。  

 

◆  対象者  

  介護保険法の要介護認定を受けた方のうち要介護４又は要介護５に  

該当する市民税非課税世帯に属する 者  

 

◆  助成限度額  

  申請年度１人当たり   １月５ ,０００円  

（限度額を下回った場合は、その額を助成額とします。）  

※１月当たりの利用残額を繰り越すことはできません。  

 

◆  助成対象介護用品  

  対象者が使用する下記の介護用品とする。  

１．  紙おむつ  

２．  紙パンツ  

３．  尿取りパット  

４．  使い捨て介護用シーツ  

５．  使い捨て手袋  

６．  清拭剤  

７．  ドライシャンプー  

８．  口腔ケアシート  

 

 

 

◆  助成制限  

  介護老人福祉施設・介護老人保健施設・ 介護医療院・救護施設・  

障がい者支援施設に入所している方 には助成できません。  



 

 

 

 

 

 要介護高齢者の 介護を行っている 家族の介護者に対 し、慰労金を支給 します。  

 

◆  対象者  

市内に住所を有する在宅の者で、次のいずれにも該当する方を介護してい

る同居の家族等  

  １．介護保険法の要介護認定を受けた方のうち要介護４又は要介護５に該

当する市民税非課税世帯に属する者  

  ２．過去１年間介護保険のサービスを受けなかった 者        

（年間当たり７日までの短期入所生活介護又は短期入所療養介護の利

用を除く。）  

  ３．介護老人福祉施設・介護老人保健施設・ 介護医療院・救護施設・障が

い者支援施設に入所していない者  

 

◆  支給額  

  申請年度１人当たり   １００ ,０００円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 家庭ごみをごみステーションまで持 ち出すことが困難な高齢者 の方及び障が

い者に対し、ごみ等の収集の支援を行います 。  

 

◆  対象者  

  親族、近隣在住者等の協力を得ることが困難であり、独力でごみ等を 搬出

することが困難である者とする。  

（１）  高齢者  介護保険の要介護認定を受けている別表に示す もののみの世

帯の者  

（２）  障がい者  身体障がい者手帳、精神障がい者保健福祉手帳、療育手帳

の所有者で別表に示すもののみの世帯の者  

（３）  その他  上記に準ずる別表に示す世帯 の者  

別表  

種    類  ふれあい収集対象者の要件  

高   齢   者  

要介 護認 定 の要 介 護１ 以上 で 、ヘ ル パー や

デイ サー ビ スの 介 護サ ービ ス を受 け てい る

者  

 

障

が

い

者  

身体障がい者  

身体障がい者手帳の障がいの種類及び等級  

１  肢体不自由１級・２級・３級  

２  視覚障がい１級・２級・３級  

 

精神障がい者  精神障がい者保健福祉手帳１級・２級  

知的障がい者  療育手帳  Ａ判定・Ｂ判定  

その他  
１  上記の方のみの世帯  

２  市長が認めた方  

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 利用会員（生活の援助を受けたい 者）と協力会員（生活の援助ができる 者）

が助け合う事業です。  

 

◆  対象者  

 《利用会員》  

  弥富市在住で、介護保険認定申請中又は認定を受けた者 、基本チェックリ

ストでサービスが必要と認められた 者、障がいを持つ者等で、生活の援助

を受けたい者  

《協力会員》  

  １８歳以上の心身ともに健康で積極的に活動を行うことができる 者  

◆  事業内容  

  通院の付添い、話し相手、デイサービス等への送り出し及び出迎え、家事

のお手伝い、買い物支援サービス（自宅からスーパーまでの送迎付き）など  

◆  利用料  

活動日 活動時間帯 
利用料 

（１時間当たり） 

平日（月曜日から金曜日まで） 

午前８時から午後５時まで ７００円 

上記以外の時間（協力会員対

応可能時間） 
８００円 

土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日 

（協力会員対応可能時間） 
８００円 

ゴミ出し援助サービス 
１００円 

（１回当たり） 

◆  申し込み先  

  弥富市ささえあいセンター  

  〒 498-0021 弥富市鯏浦町上本田９５番地１  

（弥富市総合福祉センター内）  

℡（０５６７）４３ -４１６５（直通）  

℡（０５６７）６５ -８１０３（福祉センター）  



 

 
障害者総合支援法に基づき、障がいのある方（身体・知的・精神・難病等）が自立

した日常生活及び社会生活を営むために、障がい福祉サービスに係る給付を行います。 

 

 

 

 

障がい福祉サービスには、 生活上または療養上必要な介護を行う 『 介護給付 』 と

身体的または社会的なリハビリテーションや就労につながる支援を行う 『 訓練等給

付 』があります。 

 

◆ 対象者 

 身体障がい・知的障がい・精神障がい・難病等 

 

◆ 自己負担 

障がい福祉サービス費用の原則１割が自己負担になります。（ただし、負担上限月

額の設定や軽減措置があります。） 

 
サービス名称   概       要 

介 

 

護 

 

給 

 

付 

居宅介護   

（ホームヘルプ） 

自宅で入浴、排泄及び食事などの介護を行う身体介護と、洗

濯、掃除及び買い物などを行う家事援助があります。また、

通院などの際の付き添いを行う通院等介助があります。 

重度訪問介護 
重度の肢体不自由者に自宅で入浴、排泄、食事等の介護、

外出時における移動支援を総合的に行います。 

重度障がい者等包括支援 
介護の必要性が高い方に、居宅介護などの複数のサービス

を包括的に行います。 

同行援護 
視覚障がいにより移動に著しい困難を有する方に、移動に必

要な情報の提供、移動の援護などの外出支援を行います。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている方の外出時に、危険を回避

するために必要な支援を行います。 

短期入所 

（ショートステイ） 

自宅での介護者が介護できないときなどに、施設で短期間

（夜間も含む。）入浴、排泄、食事等の介護を行います。 

療養介護 
病院で、機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下

における介護及び日常生活上の世話を行います。 

生活介護 

常に介護を必要とする方に、障がい者支援施設において、日

中、入浴、食事等の介護を行うとともに、創作活動、生産活

動の機会を提供します。 

http://www.city.shiki.lg.jp/html/benri/benri_14-shougaishafukushi_jiritsushienseido_riyoushafutangaku.html
http://www.city.shiki.lg.jp/html/benri/benri_14-shougaishafukushi_jiritsushienseido_riyoushafutangaku.html
http://www.city.shiki.lg.jp/html/benri/benri_14-shougaishafukushi_jiritsushienseido_riyoushafutangaku.html


施設入所支援 
施設入所者に、夜間や休日、入浴、食事等の介護を行いま

す。 

 自立生活援助 

障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへ移

行を希望する知的障がい者や精神障がい者等について、本

人の意思を尊重した地域生活を支援するため、一定期間に

渡り、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障がい者の

理解力や生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切

な支援を行います。 

訓 

練 

等 

給 

付 

自立訓練 

（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活が送れるよう、一定期間、身

体機能又は生活能力の向上の訓練を行います。 

就労移行支援   
一般企業への就労を希望する方に一定期間、就労に必要な

知識及び能力向上のために、必要な訓練を行います。 

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 
一般企業での就労が困難な方に働く場を提供するとともに、

知識及び能力向上のために必要な訓練を行います。 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した人で、就

労に伴う環境変化により生活面の課題が生じたときに、生活

面の課題を把握するとともに、企業や関連機関等との連絡調

整や課題解決に向けて必要となる支援を行います。 

共同生活援助 

夜間や休日に共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の

援助を行います。なお、介護を必要とする方へは、入浴や食

事などの介護を行います。 

 

◆ 障がい福祉サービスの利用の方法 

【障がい者（１８歳以上）の場合】 

《申請》  

福祉課で支給の申請を行なってください。「介護給付」及び「訓練等給付」（共同

生活援助で介護を必要とする方に限る。）の支給を希望する場合、申請後、市役

所から主治医に医師意見書の作成を依頼します。 

《認定調査》  

支給認定を行うための聴き取り調査を行います。申請後、調査員から聴き取り

調査を行う日時、場所などの調整の連絡が入ります。基本的には、自宅又はご本

人が日中活動を行なっているところで聴き取り調査を行ないます。 

     《審査会（障がい支援区分の認定に関する審査会）》 

「介護給付」及び「訓練等給付」（共同生活援助で介護を必要とする方に限る。）

の利用を希望する方は、医師の意見書と聴き取り調査の結果を用い、障がい支

援区分認定審査会で障がい支援区分を決定します。 

 



 《判定結果通知と支給決定》 

支給決定を受けた方には、サービスの量が決定された「障がい福祉サービス

受給者証」をお渡しします。この受給者証は、サービス提供事業者との契約や、

サービスを利用する際に必要ですので、大切に保管してください。 

なお、障がい支援区分によっては利用できないサービスがあります。 

 

《サービスの利用契約と費用負担》 

受給者証に記載されたサービスを利用することができますので、障がい福祉サ

ービス事業者とサービス利用契約を結んでください。サービスを利用したときには、

サービス単価の1割分を障がい福祉サービス提供事業者にお支払いください。残

りの９割分は障がい福祉サービス提供事業者が市役所に請求を行います。  

 

 

【障がい児（１８歳未満）の場合】 

《申請》  

福祉課で支給の申請を行なってください。 

申請時に５領域１１項目の調査票をご記入いただき、合わせて窓口で聴き取り

調査を行います。（聴き取り調査は、場合によっては自宅訪問にて行うことがあり

ます。） 

 

 《支給決定》 

支給決定を受けた方には、サービスの量が決定された「障がい福祉サービス

受給者証」をお渡しします。この受給者証は、サービス提供事業者との契約や、

サービスを利用する際に必要ですので、大切に保管してください。 

 

《サービスの利用契約と費用負担》 

受給者証に記載されたサービスを利用することができますので、障がい福祉サ

ービス事業者とサービス利用契約を結んでください。サービスを利用したときには、

サービス単価の1割分を障がい福祉サービス提供事業者にお支払いください。残

りの９割分は障がい福祉サービス提供事業者が市役所に請求を行います。  

 

 



 

 障害者総合支援法に定められた相談支援やコミュニケーション支援などの「地域生

活支援事業」の内容は、次のとおりです。 

事 業  内    容  対 象 者  

相談支援

事業  

障がい等を有する方やその家族などから

の相談に無料で応じ、必要な情報提供や 

助言などを行います。  

【相談支援事業所】 

《身体・知的・精神》 

弥富市社会福祉協議会なでしこ 

             (0567)65-3724 

《身体・知的》愛厚弥富の里 

(0567)68-4322 

《障がい児》愛知県青い鳥医療療育センター 

(052)501-4079 

《身体・知的・精神》 

風の子相談支援事業所 

         (0567)69-6020 

障がい等を有する方やその家族の

方、障がい者等の介護を行う方など 

手話通訳

者派遣事

業・要約

筆記者派

遣事業  

日常生活でコミュニケーションや情報の

取得に関して支障のある聴覚、音声機能、

言語機能の障がい等のある方に無料で手

話通訳者・要約筆記者を派遣します。  

聴覚、音声機能、言語機能に障がい

等を有する方及び聴覚、音声機能、

言語機能に障がい等を有する方とコ

ミュニケーションが必要な方 

日常生活

用具給付

等事業  

身体・知的に障がい等を有する方に、自

立生活支援用具などの日常生活用具を給

付します。  

＜用具の種類＞  

特殊寝台・入浴補助用具・特殊便器・

ストーマ装具・頭部保護帽など 

◎利用者負担  

 かかる費用の１割 

身体障がい者手帳・療育手帳をお持

ちの方、難病患者等 

※ 日常生活用具の種類により対象

者が異なります。 

 

 

 

 

 

 



移動支援

事業  

屋外での移動が困難な障がい等のある方

に、円滑に外出ができるように移動支援

を行ないます。  

◎利用者負担  

 かかる費用の１割 

身体障がい者手帳・療育手帳・精神

障がい者保健福祉手帳・自立支援医

療受給者証（精神通院）をお持ちの

方、発達障がいの方、高次脳機能障

がいの方、難病患者等 

※ 知的障がいの方は、療育手帳がなく

てもご利用いただけます。ただし、

知的障がい者更生相談所、児童相

談所での判定が必要となります。 

※ 介護給付に伴う事業が優先となり

ます。 

地域活動

支援セン

ター事業  

障がい等を有する方に、創作的活動や生

産活動の機会の提供、社会との交流の促

進などを行ないます。 

◎利用者負担  

 かかる費用の１割 

日中一時

支援事業  

障がい等のある方の日中活動の場を提供

し、介護している家族の一時的な休息の

時間や就労の時間を確保する目的で利用

できます。  

◎利用者負担  

 かかる費用の１割 

身体障がい者手帳・療育手帳・精神

障がい者保健福祉手帳・自立支援医

療受給者証（精神通院）をお持ちの

方、発達障がいの方、高次脳機能障

がいの方、難病患者等 

※ 知的障がいの方は、療育手帳がなく

てもご利用いただけます。ただし、

知的障がい者更生相談所、児童相

談所での判定が必要となります。 

移動入浴

サービス

事業  

家庭において自力又は家族のみでの入浴

が困難な重度身体障がい児・者または難

病患者等の方に対して移動入浴車を派遣

します。  

＜利用回数＞  

 週２回以内 

◎利用者負担  

かかる費用の１割 

身体障がい者手帳 1 級又は２級（下

肢障がい・体幹障がい）または難病

患者等で、医師が入浴を適当と認め

た方  

身体障が

い者用自

動車改造

助成事業 

 

身体障がい等を有する方が就労等に伴い

自動車を取得する場合、その自動車の改造

に要する経費を助成します。 

＜限度額＞ １００，０００円 

※ 改造前に助成の申請が必要です。 

身体障がい者手帳を有している方また

は難病患者等で、道路交通法第９１条

に規定する「免許の条件」を付された

方で、就労・通院・通学などに伴い自ら

が所有し、かつ運転する自動車の操

向装置、駆動装置などの一部を改造

する必要がある方 

※ 所得制限があります。 

身体障が

い者自動

車運転免

許取得費

助成事業 

身体障がい等を有する方が就労等に伴い

自動車運転免許を取得するため、自動車教

習所において教習を受けるのに必要な経費

の一部を助成します。 

＜限度額＞ １００，０００円 

身体障がい者手帳を有している方また

は難病患者等で、道路交通法第８８条

に規定する免許の欠格事項に該当せ

ず、かつ道路交通法施行規則第２３条

による運転適性試験に合格した方 

 



 

 

児童福祉法に基づき、障がい児の生活能力の向上のために、障がい児通所サービス

に係る給付を行います。 

 

◆ 対象者 

 １８歳未満の障がい児 

サービス名称   概       要 

児童発達支援 

未就学の障がい児に日常生活における基本的な動作の指

導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練を行います。 

肢体不自由児に児童発達支援及び治療を行います。 

放課後等デイサービス 

就学中の障がい児に、放課後や夏休みなどの長期休暇中

に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の

促進などを行います。 

保育所等訪問支援 
保育所などを訪問し、集団生活への適応のための専門的な

支援を行います。 

居宅訪問型児童発達 

支援 

外出することが著しく困難な障がいのある子どもに対し

て居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、

知識技能の付与等の支援を行います。 

 

◆ 申請  

  福祉課で支給の申請を行なってください。 

  申請時に５領域２０項目の調査票をご記入いただき、合わせて窓口で聴き取り調 

査を行います。（聴き取り調査は、場合によっては自宅訪問にて行うことがありま

す。） 

 

◆ 支給決定 

  支給決定を受けた方には、サービスの量が決定された「障がい福祉サービス受給   

者証」をお渡しします。この受給者証は、サービス提供事業者との契約や、サービ 

スを利用する際に必要ですので、大切に保管してください。 

 

◆ サービスの利用契約と費用負担 

受給者証に記載されたサービスを利用することができますので、障がい児通所サ

ービス事業者とサービス利用契約を結んでください。サービスを利用したときには、

サービス単価の1割分を障がい児通所サービス提供事業者にお支払いください。残

りの９割分は障がい児通所サービス提供事業者が市役所に請求を行います。 

  ※満３歳になって初めての４月１日から３年間、児童発達支援・保育所等訪問支

援・居宅訪問型児童発達支援のサービスについて、利用者負担が無償化の対象とな

っています。 



 

 

 

 身体障がいのある方、難病患者等または戦傷病者の方に身体機能の障がいを補

い、日常生活や社会生活の向上を図るための機器などを交付・貸与・修理します。  

◆ 対象者  

  １．身体障がい者手帳を有する方  

  ２．難病患者等  

  ３．戦傷病者手帳を有する方（第３款症以上） 

◆ 利用者負担  

  １．身体障がい者手帳を有する方  

２．難病患者等  

原則としてかかる費用の１割を負担していただきます。  

ただし、収入や課税状況によって、利用者負担に月額上限を設定して  

います。  
 

対        象 負担上限額 
世帯の範囲 

者 児  

生活保護世帯 0円  

  

市町村民税非課税世帯 0円  本
人
・
配
偶
者 

住
民
基
本
台
帳

上
の
世
帯 

市町村民税課税世帯 37,200円  

一定所得以上（本人または世帯員のうち市町村民税所得
割納税額が４６万円以上の方がいらっしゃる方） 

全額自己負担  

 

３．戦傷病者手帳を有する方（第３款症以上）  ０円  

 

◆ 機器などの種類  

  義手、義足、装具、座位保持装置、視覚障がい者安全つえ、義眼、眼鏡、補聴器、 

車椅子、電動車椅子、歩行器、重度障がい者用意思伝達装置、歩行補助つえなど 

 



 

 

 

 

 身体障がいのある方、知的障がいのある方または難病患者等が、支障な

く日常生活を送ることができるように、生活用具を給付・貸与します。  

 

◆ 対象者  

１．身体障がい者手帳を有する方  

２．療育手帳を有する方  

３．難病患者等  

◆ 利用者負担  

原則としてかかる費用の１割を負担していただきます。  

ただし、収入や課税状況によって、利用者負担に月額上限を設定して  

います。  

対        象 負担上限額  
世帯の範囲  

者  児  

生活保護世帯 0円  

  

市町村民税非課税世帯 0円  本

人

・

配

偶

者 

住

民

基

本

台

帳

上

の

世

帯 

市町村民税課税世帯 37,200円  

一定所得以上（本人または世帯員のうち市町村民税所
得割納税額が４６万円以上の方がいらっしゃる方） 

全額自己負担  

◆ 用具の種類  

区分 種目 給付対象者 

給付 特殊寝台 (1) 下肢又は体幹機能障がい２級以上の障がい者 

(2) 寝たきりの状態にある難病患者又は関節リウマチ患者 

特殊マット (1) 下肢又は体幹機能障がい１級（児童の場合は、２級以上）

及び知的障がい者等として判定された障がいの程度が重度

又は最重度であって、原則として３歳以上の方 

(2) 寝たきりの状態にある難病患者又は関節リウマチ患者 

特殊尿器 (1) 下肢又は体幹機能障がい１級の障がい者等で、原則として

学齢児以上の方 

(2) 自力で排尿できない難病患者又は関節リウマチ患者 

入浴担架 下肢又は体幹機能障がい２級以上の障がい者等で、原則として

３歳以上の方（入浴に当たって家族等他人の介助を要する方に

限る。） 



 

区分 種目 給付対象者 

給付 

 

 

体位変換器 (1) 下肢又は体幹機能障がい２級以上の障がい者等で、原則と

して学齢児以上の方（下着交換等に当たって家族等他人の

介助を要する方に限る。） 

(2) 寝たきりの状態にある難病患者又は関節リウマチ患者 

移動用リフト (1) 下肢又は体幹機能障がい２級以上の障がい者等で、原則と

して３歳以上の方 

(2) 下肢又は体幹機能に障がいのある難病患者又は関節リウマ

チ患者 

訓練椅子 下肢又は体幹機能障がい２級以上の障害児で、原則として３歳

以上の方 

訓練用ベッド (1) 下肢又は体幹機能障がい２級以上の障がい児で、原則とし

て学齢児以上の方 

(2) 下肢又は体幹機能に障がいのある難病患者又は関節リウマ

チ患者 

入浴補助用具 (1) 下肢又は体幹機能の障がい者等で、入浴に介助を必要とす

る方で、原則として３歳以上の方 

(2) 入浴に介助を要する難病患者又は関節リウマチ患者 

便器 (1) 下肢又は体幹機能障がい２級以上の障がい者等で、原則 

として学齢児以上の方 

(2) 常時介護を要する難病患者又は関節リウマチ患者 

頭部保護帽 下肢・体幹・平衡機能・移動機能障がいで、歩行困難若しくは

歩行が不安定な方又は知的障がい者等として判定された障がい

の程度が重度又は最重度である方で、てんかんの発作等により

頻繁に転倒する方 

歩行補助つえ 下肢機能若しくは体幹機能又は平衡機能に障がいを有し、原則

として３歳以上の方 

移動・移乗支援用

具 

(1) 平衡機能又は下肢若しくは体幹機能に障がいを有し、家庭

内の移動等において介助を必要とする障がい者等で、原則

として３歳以上の方 

(2) 下肢が不自由な難病患者又は関節リウマチ患者 

特殊便器 (1) 上肢障がい２級以上及び知的障がい者等として判定された

障がいの程度が重度又は最重度であり、訓練を行っても自

ら排便後の処理が困難である原則として学齢児以上の方 

(2) 上肢機能に障がいのある難病患者又は関節リウマチ患者 

火災警報器 身体障がい等級２級以上及び知的障がい者等として判定された

障がいの程度が重度又は最重度である方（火災発生の感知及び

避難が著しく困難な障がい者等のみの世帯及びこれに準ずる世

帯） 



 

区分 種目 給付対象者 

給付 

 

自動消火器 (1) 身体障がい等級２級以上及び知的障がい者等として判定さ

れた障がいの程度が重度又は最重度である方（火災発生の

感知及び避難が著しく困難な障がい者等のみの世帯及びこ

れに準ずる世帯） 

(2) 火災発生の感知及び避難が著しく困難な難病患者又は関節

リウマチ患者のみの世帯及びこれに準ずる世帯 

電磁調理器 視覚障がい２級以上の障がい者（視覚障がい者のみの世帯及び

これに準ずる世帯）及び知的障がい者として判定された障がい

の程度が重度又は最重度であって、１８歳以上の方 

歩行時間延長信号

機用小型送信機 

視覚障がい２級以上の障がい者等で、原則として学齢児以上の

方 

聴覚障がい者用屋

内信号装置 

聴覚障がい２級の障がい者（聴覚障がい者のみの世帯及びこれ

に準ずる世帯で日常生活上必要と認められる世帯） 

透析液加温器 腎臓機能障がい３級以上の障がい者等で、自己連続携行式腹膜

灌流法（ＣＡＰＤ）による透析療法を行う方 

ネブライザー (1) 呼吸器機能障がい３級以上又は同程度の障がい者等で、原

則として学齢児以上の方 

(2) 呼吸器機能に障がいのある難病患者又は関節リウマチ患者 

電気式たん吸引器 (1) 呼吸器機能障がい３級以上又は同程度の障がい者等で、必

要と認められる方で、原則として学齢児以上の方 

(2) 呼吸器機能に障がいのある難病患者又は関節リウマチ患者 

酸素ボンベ運搬車 医療保険における在宅酸素療法を行う方 

視覚障がい者用体

温計（音声式） 

視覚障がい２級以上（視覚障がい者のみの世帯及びこれに準ず

る世帯）の障がい者等で、原則として学齢児以上の方 

視覚障がい者用体

重計 

視覚障がい２級以上の障がい者（視覚障がい者のみの世帯及び

これに準ずる世帯） 

携帯用会話補助装

置 

音声機能若しくは言語機能の障がい者等又は上肢、下肢若しく

は体幹機能の障がい者等であって、発声・発語に著しい障がい

を有する方で、原則として学齢児以上の方 

情報・通信支援用

具 

上肢機能又は視覚機能の障がい者等で、原則として３歳以上の

方 

   



 

区分 種目 給付対象者 

給付 点字ディスプレイ 視覚障がい２級以上かつ聴覚障がい２級以上の障がい者 

点字器 視覚障がい者等 

点字タイプライ

ター 

視覚障がい２級以上の障がい者等（本人が就労若しくは就学し

ているか又は就労が見込まれる方に限る。） 

視覚障がい者用

ポータブルレコー

ダー 

視覚障がい２級以上の障がい者等で、原則として学齢児以上の

方 

視覚障がい者用音

声ＩＣタグレコー

ダー 

視覚障がい２級以上の障がい者等で、原則として学齢児以上の

方 

視覚障がい者用活

字文書読上げ装置 

視覚障がい２級以上の障がい者等で、原則として学齢児以上の

方 

視覚障がい者用拡

大読書器 

本装置により文字等を読むことが可能になる視覚障がい者等

で、原則として学齢児以上の方 

視覚障がい者用時

計 

視覚障がい２級以上の障がい者 

聴覚障がい者用通

信装置 

聴覚障がい者等又は発声・発語に著しい障がいを有する方（コ

ミュニケーション、緊急連絡等の手段として必要と認められる

方）で、原則として学齢児以上の方 

聴覚障がい者用情

報受信装置 

本装置によりテレビの視聴が可能になる聴覚障がい者等 

人工喉頭 音声機能障がい者等で喉頭を摘出した方 

点字図書 主に、情報の入手を点字によっている視覚障がい者 

人工内耳用電池 

 

聴覚障がいにより人工内耳埋込手術を受けている方で、現に装

用している聴覚障がい者 

人工内耳用充電池 聴覚障がいにより人工内耳埋込手術を受けている方で、現に装

用している聴覚障がい者 

人工内耳用充電器 聴覚障がいにより人工内耳埋込手術を受けている方で、現に装

用している聴覚障がい者 

人工内耳スピーチ

プロセッサ 

（買替え） 

聴覚障がいにより人工内耳埋込手術を受けている方で、医療保

険の適用となる体外装置を装用後５年を経過している方 

ストーマ装具 膀胱又は直腸機能障がいの障がい者等で、ストーマを造設した

方 



 

区分 種目 給付対象者 

給付 

 

居宅生活動 

作補助用具 

(1) 下肢、体幹機能障がい又は乳幼児期以前の非進行性の脳病

変による運動機能障がい（移動機能障がいに限る。）を有

する方であって、障がい等級３級以上の方。ただし特殊便

器への取替えをする場合は、上肢障がい２級以上の方 

(2) 下肢又は体幹機能に障がいのある難病患者又は関節リウマ

チ患者 

紙オムツ等 原則として３歳以上で、次に該当する方 

(1) ストーマ装具を装着できない方で、必要とする方 

(2) 二分脊椎等先天性疾患（先天性鎖肛を除く。）に起因する

神経障がいによる高度の排尿機能障がい又は高度の排便機

能障がいのある方で、必要とする方 

(3) 先天性鎖肛に対する肛門形成術に起因する高度の排便機能

障がいのある方で、必要とする方 

(4) ６歳以前に発症した脳性麻痺等脳原性運動機能障がい又は

これと同程度の障がいにより排尿若しくは排便の意思表示

が困難な方で、必要とする方 

収尿器 下肢又は体幹機能障がいを有し、排尿障がいのある方 

動脈血中酸素

飽和度測定器

（パルスオキ

シメーター） 

(1) 呼吸器機能障がい３級以上又は同程度の障がい者等で、在

宅酸素療法を行っている方又は人工呼吸器を常時使用して

いる方 

(2) 人工呼吸器の装着が必要な難病患者又は関節リウマチ患者 

貸与 

 

福祉電話 難聴者又は外出困難な身体障がい者（原則として２級以上）で

あって、コミュニケーション、緊急連絡等の手段として必要性

があると認められる方及びファックス被貸与者（障がい者のみ

の世帯及びこれに準ずる世帯） 

ファックス 聴覚又は音声機能若しくは言語機能障がい３級以上であって、

コミュニケーション、緊急連絡等の手段として必要性があると

認められる方（電話（難聴者用電話を含む。）によるコミュニ

ケーション等が困難な障がい者のみの世帯及びこれに準ずる世

帯） 

(注)１ 脳原性運動機能障がいの場合は、表中の上肢、下肢又は体幹機能障がいに準じて取

り扱うものとする。 

２ 聴覚障がい者用屋内信号装置には、サウンドマスター、聴覚障がい者用目覚時計及

び聴覚障がい者用屋内信号灯を含む。 

 

 



 

 

 

 

 

 

障がい者手帳の交付を受けた方が、通院など外出に際して、指定されたタク

シーを利用した場合に、その料金の一部を助成します。 

◆  対象者  
・身体障がい者手帳１級～３級の方  
・療育手帳Ａ、Ｂ判定の方  
・精神障がい者保健福祉手帳１級、２級の方  

 ※施設入所されている方、自動車税・軽自動車税の減免を受けて
いる方並びに高齢者等福祉タクシー料金助成を受けている方は  

     利用できません。  

◆  助成額等  

区   分  
利用可

能枚数  
助  成  額  

一般タクシー 

１回の乗

車につき

２枚まで 

１枚目 基本料金（障がい者割引分を控除した
額） 
及び迎車回送料金 

２枚目 基本料金（障がい者割引分を控除した
額） 
相当分以内 

リフト付き

タクシー等 

車椅子 １回の乗

車につき

１枚 

1,500円 ただし、実際に要した額がそれぞ
れに満たないときは、実際に要し
た額 ストレッ

チャー 
2,000円 

◆  交付枚数・・・・・・・・年間４８枚 

◆  手続きに用意していただくもの・・障がい者手帳（身体・知的・精神） 

◆  注意事項  

  ・受給者が乗車していない場合は使用できません。  

  ・助成券は再発行できません。  

・利用できるタクシー会社は弥富市が指定する会社に限ります。  



 

 

 

 介護保険法に該当しない在宅の肢体不自由の方に対し、車椅子を貸し出します。 

 

◆ 対象者  

 ①６５歳未満で介護保険法に該当しない肢体不自由の方 

  （補装具としての車椅子の交付を受けていない方）  

 ②６５歳以上で介護保険法の認定申請をしていない肢体不自由の方 

 ③６５歳以上で介護保険法に該当しない肢体不自由の方 

 

◆  貸出期間  

▽対象者①に該当する方は、３か月  

（１回に限り３か月延長することができます。）  

▽対象者②・③に該当する方は、１か月以内  

 

◆  利用者負担  

  無  料  

 

◆  利用制限  

病院などに入院している方、施設に入所している方には貸し出しできません。 

同一年度内の貸出しは、３回までに限ります。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 身体の障がいにより日常生活に著しい支障のある在宅の重度身体障がい

者に対して、医師などを派遣して診査し、診断書を作成します。  

 

◆ 対象者  

身体的、地理的条件などにより受診の機会が少なく、歩行困難などの

ため受診することが困難な方  

 

◆  利用者負担  

  診断書料の実費を負担していただきます。  

 

 

 

 

 

                  

                  診断書の種類  

                  ▽身体障がい者手帳用診断書  

                  ▽特別障がい者手当用診断書など  

メモ  



 

 

 

 

 

身体障がい者手帳又は療育手帳の交付を受けた市内に住所を有する在宅の

方に、手当を支給します。  

 

◆  対象者及び支給額  
 

区  分  等   級  支給額（月額） 

１種障がい者  
身体障がい者手帳１級または２級かつ 

療育手帳Ａ判定の方 
７,０００円 

２種障がい者  

身体障がい者手帳１級、２級の方 

３,５００円 療育手帳Ａ判定の方 

身体障がい者手帳３級かつ療育手帳Ｂ判定の方 

３種障がい者  

身体障がい者手帳３級、４級の方 
２,５００円 

療育手帳Ｂ判定の方 

４種障がい者  

身体障がい者手帳５級、６級の方 
１,５００円 

療育手帳Ｃ判定の方 

 

◆  支給時期  

  年２回（３月・９月）  

 

◆  支給制限  

   施設に入所している方  



 

 

 

 

 

精神障がい者保健福祉手帳の交付を受けた市内に住所を有する在宅の方

に、手当を支給します。  

 

◆  対象者及び支給額  

等  級  支給額（月額）  

精神障がい者保健福祉手帳１級の方 ３ ,５００円  

精神障がい者保健福祉手帳２級の方 ２ ,５００円  

精神障がい者保健福祉手帳３級の方 １ ,５００円  

 

◆  支給時期  

  年２回（３月・９月）  

 

◆  支給制限  

  施設に入所している方  



 

 

 

 

（県制度） 

愛知県内に住所を有する在宅の重度障がいの方に手当を支給します。  

ただし、特別障がい者手当、障がい児福祉手当または経過的福祉手当の

受給者及び施設入所者は除きます。  

 

◆  対象者及び支給額  

区  分  等   級  支給額（月額）  

１  種  
身体障がい者手帳１級または２級かつ 

療育手帳Ａ判定（IQ 35以下）の方 
１５ ,５００円   

２  種  

身体障がい者手帳１級、２級の方 

６ ,７５０円  
療育手帳Ａ判定（IQ 35以下）の方 

身体障がい者手帳３級かつ 

療育手帳Ｂ判定（IQ 50以下）の方 

 

◆  支給時期  

  年３回（４月・８月・１２月）  

 

◆  支給制限  

・特別障がい者手当などの国制度の手当を受給している方  

・施設に入所している方（ただし、施設を退所された場合には、申請

することができます。）  

・一定の所得のある方  

・平成２０年４月１日以降、６５歳以上で新たに手帳を取得した方

（第２種手当該当の方のみ）  

・医療機関に長期入院（３か月以上）している方  

 

◆  その他  

受給には、年１回の所得現況届の提出が必要になります。  



 

 

 

特別障がい者手当（国・県制度） 
 重度の障がいを有し、日常生活において常時特別な介護を必要とする  

２０歳以上の方（施設入所者、長期入院者を除く。）に手当を支給します。  

 

◆  対象者  

２０歳以上で、次のいずれかの条件に該当される方  

①身体障がい２級（一部を除く。）以上の障がいを重複して有する方  

②身体障がい２級（一部を除く。）以上の障がいを有する方で、ＩＱ２０

以下の方または常時介護が必要な精神障がいを有する方  

③身体障がい２級（一部を除く。）以上の障がいを有する方または、ＩＱ

２０以下の方もしくは常時介護が必要な精神障がいを有する方で、他に

身体障がい３級相当の障がいを２つ以上有する方  

④身体障がい２級（一部を除く。）以上の障がいを有する方または、ＩＱ

２０以下の方もしくはこれと同程度の障がい又は病状を有する方で、日

常生活においてほぼ全面介護が必要な方  

◆  支給額  

【国制度分】    月額  ２９，５９０円  

【県制度分】     手当の対象者のうち、次に該当する方は、国制度分

に加算して支給されます。 

区 分 等 級 支給額（月額） 

Ａ 種 
身体障がい１級または２級 

かつＩＱ３５以下の方 
６,８５０円 

Ｂ 種 
身体障がい１級、２級の方 

１,０５０円 
ＩＱ３５以下の方 

◆  支給時期  

年４回（２月・５月・８月・１１月）  

◆  支給制限  

  ・医療機関に長期入院（３か月以上）している方  

・施設に入所している方（ただし、施設を退所された場合には、申請

することができます。）  

・一定の所得のある方  

◆  その他  

・上記の障がい程度は目安ですので、該当しない場合もあります。  

・受給には、年１回の所得現況届の提出が必要となります。  



障がい児福祉手当（国・県制度） 
重度の障がいを有し、日常生活において常時特別な介護を必要とする  

２０歳未満の方（施設入所者を除く。）に手当を支給します。  

 

◆  対象者  

２０歳未満で、下記のいずれかの条件に該当される方  

①身体障がい１級（２級の一部を含む。）の障がいを有する方   

②ＩＱ２０以下の方  

③上記と同程度の障がいまたは病状で、常時介護が必要な方   

◆  支給額  

【国制度分】    月額  １６，１００円  

【県制度分】    手当の対象者のうち、次に該当する方は、国制度分

に加算して支給されます。 

区 分 等 級 支給額（月額） 

Ａ 種 
身体障がい１級または２級 

かつＩＱ３５以下の方 
６,９００円 

Ｂ 種 
身体障がい１級、２級の方 

１,１５０円 
ＩＱ３５以下の方  

◆  支給時期  

年４回（２月・５月・８月・１１月）  

◆  支給制限  

・施設に入所している方（ただし、施設を退所された場合には、申請

することができます。）  

・一定の所得のある方  

・障がいを事由とした年金を受給されている方  

◆  その他  

・上記の障がい程度は目安ですので、該当しない場合もあります。  

・受給には、年１回の所得現況届の提出が必要となります。  

 

特別児童扶養手当 
◆ 受給資格  

身体または精神に中度・重度の障がいのある２０歳未満の児童を養育

している方に支給されます。ただし、児童が障がいを支給理由とする公

的年金を受給している場合は除かれます。（養育者等の所得により、手

当が受けられない場合があります。）  

◆  支給額  

１級該当児童1人につき、月額  ５６，８００円  

２級該当児童1人につき、月額  ３７，８３０円  

◆  支給月  

年３回（４月・８月・１１月） 



 

 

 

 

◆ 対象者  

  被爆者健康手帳を所有し、市内に住所を有する方  

 

◆ 支給額（月額）  

  ３ ,０００円  

 

◆ 支給時期  

  年２回（３月・９月）  

 

◆ 支給制限  

  施設に入所した場合  



 

 

 

 

児童手当 

高校生年代（１８歳到達後の年度末）までの児童を養育している方に支給されます。 

● 支給額 

（３歳未満）・・・・・・・・・・・・・・月額 １５，０００円 

（３歳以上高校生年代）・・・・・・・・・月額 １０，０００円 

（第３子以降）・・・・・・・・・・・・・月額 ３０，０００円 

 

● 支給月 

年６回（２月・４月・６月・８月・10 月・12 月） 

 

児童扶養手当 

● 受給資格 

次の要件に当てはまる１８歳以下（１８歳到達年度の末日まで）の児童（一定の障 

がいがあるときは、２０歳未満）を監護している母及び監護し、かつ生計を同じくし

ている父、又は養育している方に支給されます。（※なお、所得制限あり） 

１.父、母が婚姻を解消した子ども 

２.父（母）が死亡した子ども 

３.父（母）が一定程度の障がいの状態にある子ども 

４.父（母）の生死が明らかでない子ども 

５.父（母）が裁判所からのＤＶによる保護命令を受けた子ども 

６.その他（父（母）が１年以上遺棄している子ども、父（母）が１年以上拘禁 

  されている子ども、母が婚姻によらないで懐胎した子どもなど） 

ただし、養育者等が公的年金を受給している場合は、担当までご相談ください。 

● 支給額 

・児童１人の場合 

全部支給・・・・・・・・・・・・・月額 ４６，６９０円 

一部支給・・・・・・・・・・・・・月額 ４６，６８０円～１１，０１０円  

・児童２人以上の加算額 

２人目以降                   

全部支給・・・・・・・・・・・・・月額 １１，０３０円 

一部支給・・・・・・・・・・・・・月額 １１，０２０円～ ５，５２０円 

● 支給月 

年６回（１月・３月・５月・７月・９月・１１月）                                                                                                                                                                                                                                     

 

 

 

 

 



 

● 一部支給停止措置 

児童扶養手当は、次のいずれか早い方が経過した場合、手当額の２分の１が支給停 

止となる可能性があります。 

(1) 支給開始の月から  ５年 

(2) 離婚等の支給要件に該当した月から  ７年 

※ただし、上記いずれも３歳未満のお子さんがいる場合は、期間の計算を始め 

ません。 

次のいずれかの事由に該当する場合は、届出をすれば一部支給停止になりません。 

１ 就業している。 

２ 求職活動等の自立を図るための活動をしている。 

３ 身体上又は精神上の障がいがある。 

４ 負傷又は疾病等により就業することが困難である。 

５ 監護している児童又は親族が障がい、負傷、疾病、要介護状態等にあり受給者 

本人が介護する必要があるため、就業することが困難である。 

 

愛知県遺児手当 

● 受給資格 

児童扶養手当と同じです。 

● 支給額 

（児童１人につき、１～３年目まで）・・・月額 ４，３５０円 

（４～５年目まで）・・・・・・・・・・・月額 ２，１７５円 

（６年目以降）・・・・・・・・・・・・・支給対象外 

 

 

● 支給月 

年６回（１月・３月・５月・７月・９月・１１月） 

 

弥富市遺児手当 

愛知県遺児手当制度に弥富市単独分として、上乗せ制度となっています。 

● 受給資格 

愛知県遺児手当と同じです。なお、公的年金を受給している方は担当までご相談 

ください。 

● 支給額 

（児童１人につき、１～５年目まで）・・・月額 ２，２００円 

（６年目以降）・・・・・・・・・・・・・支給対象外 

● 支給月  

年６回（１月・３月・５月・７月・９月・１１月） 



 

 

母子・父子家庭自立支援給付金 

 弥富市内にお住いの母子家庭の母・父子家庭の父が就職に役立つ技能や資格取得のための各講座を受

講する場合や、各種学校等の養成機関で修業する場合などに、次の給付金を支給する制度です。 

なお、給付金を受けるには所得制限があり、いずれも事前相談と自立支援プログラムの策定等を受け

ている必要があります。※事前相談は願書提出前にお願いします。（お手続き、審査等時間がかかるため） 

① 自立支援教育訓練給付金 

 経済的自立のため、県指定の職業能力開発講座を受講後に支給しています。 

対 象 講 座 

①雇用保険の一般教育訓練給付の指定講座 

②雇用保険の特定一般教育訓練給付の指定講座＊ 

③雇用保険の専門実践教育訓練給付の指定講座＊ 

＊専門資格の取得を目的とする講座に限る。 

支 給 額 

【雇用保険非該当者】 

対象講座の受講料の 60％相当額(上限 20 万円。下限 1 万 2 千円。ただし、上記③を

受講する場合の上限は、修業年数×40万円(上限 160 万円)下限 1万 2千円。) 

１年以内に資格取得かつ就職した場合は、受講料の 25％相当額（修業年数×20万円

（上限 80万円））の追加支給 

【雇用保険該当者】 

上記金額から、雇用保険の教育訓練給付金の額を差し引いた額 

事 前 相 談 
講座の受講開始前に、受講予定講座の指定および自立支援プログラムの策定を受け

る必要があります。 

② 高等職業訓練促進給付金 

  就職に有利な資格取得と経済的自立のために、カリキュラムが６か月以上の養成機関で修業する場

合に支給しています。 

対 象 資 格 看護師、准看護師、保育士、介護福祉士、作業療法士、理学療法士等 

支 給 期 間 

修業期間の全期間（上限 48 月） 

＊対象資格によっては、4年制の修学であっても 4年間の支給が認められない場合が

あります。 

支 給 額 

市民税 非課税世帯 月額１００，０００円 

    課税世帯  月額 ７０，５００円 

なお、修学期間の最後の１２ヶ月は、支給額が増額されます。 

    非課税世帯 月額１４０，０００円 

    課税世帯  月額１１０，５００円 

なお、資格取得講座については指定を受けた講座に限ります。 

【詳しくは担当課までお問い合わせください。】 



 

③ 高等職業訓練修了支援給付金 

  養成機関の「修業開始日」及び「修了日」において一定の要件を満たす場合に、修業期間修了後支給

します。 

支 給 額 
市民税 非課税世帯  ５０，０００円 

    課税世帯   ２５，０００円 

 

高等職業訓練促進資金の貸付 

 高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格の取得を目指すひとり親家

庭の親の方に対し、貸付を行います。 

① 対象者 

  高等職業訓練促進給付金の支給を受けている母子家庭の母または父子家庭の父 

 

② 貸付金の種類 

貸付金の種類 貸付金額 申請期限 

【入学準備金】 

 養成機関の入学時に必要とな

る経費 

上限５０万円 

養成機関に入学した日から起算して

１１ヶ月を経過した日に属する月の

末日 

【就職準備金】 

 養成機関を修了し、かつ、資格

を取得した場合に、就職にあた

って必要となる経費 

上限２０万円 

養成機関を卒業した日又は資格を取

得した日のいずれか遅い日から起算

して１１ヶ月を経過した日に属する

月の末日 

＊保証人がいない場合は有利子 

 

③ 返還免除 

  養成機関を修了し、かつ、資格を取得した日から１年以内に資格を活かして就職し、継続して５年

間従事した場合に貸付金の返還を免除します。 

 《問い合わせ先》社会福祉法人 愛知県母子寡婦福祉連合会 

         ℡№：０５２－９１５－８８６２ 

         (月～金曜日 午前９：００～午後５：００) 

         (祝日・年末年始は除く) 

 

 

 

 



 

母子父子寡婦福祉資金の貸付  ＊必ず事前相談が必要です。 

 母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の方が自ら進んで自立を図り、家庭生活及び職業生活の安定と向上

に努めるため、また児童の福祉増進のために必要な資金の貸付を行っています。 

① 貸付の種類 

  事業開始資金・事業継続資金・技能習得資金・就職支度資金・住宅資金・転宅資金・医療介護資金・

生活資金・結婚資金・修学資金・就学支度資金・修業資金 

 

② 貸付を受けることができる方 ＊配偶者(事実上婚姻関係のある者含む)のない方 

  母子家庭(20 歳未満の児童を扶養)の母・父子家庭(20 歳未満の児童を扶養)の父・寡婦家庭(かつて

20 歳未満の児童を扶養) 

＊貸付申請から貸付決定(不承認含む)まで２～３ヶ月を要します。 



 

 

 

★障がい者医療費助成制度とは 

弥富市にお住まいで心身障がい者の方に医療費の助成をしています。 

市役所で申請後、受給対象者には障がい者医療費受給者証を交付します。 

 

★医療費助成の内容 

 通院・入院に係る医療費（保険診療分）の自己負担額を助成しています。 

※ 受給者が国民健康保険や社会保険など健康保険に加入している期間に限ります。 

 

助成が受けられないもの 

① 健康保険が適用されないもの（保険適用外の治療・特定初診料・室料差額・検診

料・予防接種料・容器代など） 

② 入院時食事療養費標準負担額 

 

★資格要件・申請について 

資格要件 申請に必要なもの 

身

体

障

が

い

者

手

帳 

１級から３級の方 

身体障がい者手帳 
４級で 

腎臓機能障がいの方 

４級から６級で 

進行性筋萎縮症の方 

療育手帳Ａ・Ｂ判定の方 療育手帳 

自閉症状群と診断されている方 診断書（自閉症状群とわかるもの） 

※全員の方について健康保険の資格が確認できるものの提示が必要です。 

（マイナ保険証、健康保険証、資格確認書、資格情報のお知らせ など） 

  



 

 

★精神障がい者医療費助成制度とは 

 弥富市にお住まいで精神障がい者の方に医療費の助成をしています。 

市役所で申請後、受給対象者には精神障がい者医療費受給者証を交付します。 

 

★医療費助成の内容 

 受給資格要件により、医療費（保険診療分）の自己負担額を助成します。 

※ 受給者が国民健康保険や社会保険など健康保険に加入している期間に限ります。 

 

助成が受けられないもの 

① 健康保険が適用されないもの（保険適用外の治療・特定初診料・室料差額・検診

料・予防接種料・容器代など） 

② 入院時食事療養費標準負担額 

 

★資格要件と助成の範囲         （○ 助成します  × 助成しません）  

受給資格要件 

通院 入院 

精神疾患 
精神疾患 

以外 
精神疾患 

精神疾患 

以外 

精神障がい者保健福祉手帳 

１級又は２級 かつ 

自立支援医療受給者証 

〇 〇 〇 〇 

精神障がい者保健福祉手帳 

１級又は２級 
× × ○ ○ 

自立支援医療受給者証 

(精神障がい者保健福祉手帳 

３級もしくは無し) 

○ × × × 

精神科への入院 × × ○ × 

 

★申請に必要なもの 

 ・健康保険の資格が確認できるもの 

  （マイナ保険証、健康保険証、資格確認書、資格情報のお知らせ など） 

 ・精神障がい者保健福祉手帳 

 ・自立支援医療受給者証 

 ・精神科への入院は医師の診断書 

  



 

 

 

 

★後期高齢者福祉医療費助成制度とは 

弥富市にお住まいで後期高齢者医療の被保険者の方（75 歳以上又は一定の障がいの

ある方は 65 歳以上）のうち以下の要件に該当する方の医療費の助成をしています。 

市役所で申請後、受給対象者には後期高齢者福祉医療費受給者証を交付します。 

 

★医療費助成の内容 

 通院・入院に係る医療費（保険診療分）の自己負担額を助成しています。 

※ 受給者が後期高齢者医療制度に加入している期間に限ります。 

 

助成が受けられないもの 

① 健康保険が適用されないもの（保険適用外の治療・特定初診料・室料差額・検診

料・予防接種料・容器代など） 

② 入院時食事療養費標準負担額 

 

★資格要件・申請について 

資格要件 申請に必要なもの 

身体障がい者手帳１級から３級の方 

同、４級で腎臓機能障がいの方 

同、４級から６級で進行性筋萎縮症の方 

身体障がい者手帳 

療育手帳 Ａ・Ｂ判定の方 療育手帳 

自閉症状群と診断されている方 診断書（自閉症状群とわかるもの） 

精神障がい者保健福祉手帳１・２級の方 精神障がい者保健福祉手帳 

自立支援医療受給者証（精神通院）の方 自立支援医療受給者証（精神通院） 

精神病床に入院している方 診断書 

ひとり暮らしの方（身寄りがなく収入の少ない方） 申請に必要な書類はお問合せくだ

さい。 

 
母子・父子家庭医療に該当の方（所得制限あり） 

戦傷病者手帳をお持ちの方（所得制限あり） 

寝たきり、認知症の方 

（要介護 4・5の方で生活介護を継続して 3ケ月以上

受けている方で主たる生計維持者が市民税非課税） 

結核病者（命令入所患者）の方・ 

精神措置入院の方 

※全員の方について健康保険の資格が確認できるものの提示が必要です。 

 （マイナ保険証、健康保険証、資格確認書、資格情報のお知らせ など） 

 



 

 

成年後見制度とは？ 

認知症や障がいなどにより、判断能力が不十分な場合に、本人を法律的に

保護して支える制度です。 

判断能力の不十分な方の権利を守り、契約行為や財産管理などをご本人に

代わって支援する役割や、本人の意向をできる限り汲み取り、地域の中で本

人らしい生活をおくれるように支援する役割を持つ人を家庭裁判所が選びま

す。 

成年後見制度には、「法定後見制度」と「任意後見制度」の２種類がありま

す。 

 

 

法定後見制度 

本人の判断能力が不十分になった後、家庭裁判所によって、成年後見人等

が選ばれる制度。本人の判断能力の程度によって、後見、保佐、補助の３つ

の類型に分かれます。 

 

類型ごとの支援内容 

類型 後見 保佐 補助 

判断能力 
欠けているのが 

通常の状態 
著しく不十分 不十分 

同意または

取り消すこ

とができる

行為 ※１ 

原則としてすべての 

法律行為 

・借金・相続の承認など、

民法第 13条第１項記載の

行為 

・申立てにより裁判所 

が定める行為 

申立てにより裁判所が定

める行為 ※２ 

代理できる

行為  

原則としてすべての 

法律行為 

申立てにより裁判所 

が定める行為 

申立てにより裁判所 

が定める行為 

※１ 日常生活に関する行為（日用品の購入など）については取り消すことができません。 

※２ 民法第 13条第１項記載の行為の一部に限られる。 

任意後見制度 

任意後見制度は、本人に十分な判断能力があるうちに、将来、判断能力が

不十分な状態になった場合に備えて、あらかじめ自らが選んだ代理人（任意

後見人）に、自分の生活、療養看護や財産管理に関する事務について代理権

を与える契約（任意後見契約）を、公証人の作成する公正証書によって結ん

でおくものです。 

 

 



障がい者基幹相談支援とは？ 

 

障がいを持った方、またそのご家族のための総合相談窓口として、社会に溶

け込み自立した生活を送れるように必要な援助や情報提供を行います。  

 

障がい者基幹相談支援の役割 

 

地域における障がい者相談支援施設や団体の中核的な役割を担う機関です。 

相談支援事業所や地域包括支援センター、さらには地域の病院や学校などの

各施設と連携をとりながら、その地域に住む障がい者の方々のサポートを行い

ます。 

 

障がい者基幹相談支援センターの業務 

 

「相談支援の実施」や「支援体制の強化」が主な業務となります。 

具体的な業務は以下の４つになります。 

① 総合的・専門的な相談の実施   

障がい者の生活全般における相談支援を行います。 

さらに、さまざまなニーズに応じて専門的な相談支援を実施します。 

 

② 地域の相談支援体制強化の取組み 

地域の相談機関との連携や、相談事業者への専門的な指導助言、人材育成を行います。 

 

③ 地域移行・地域定着促進の取組み 

施設や病院などの関係機関と連携し、障がい者の生活準備を整える支援を行います。 

 

④ 権利擁護・虐待の防止 

虐待や権利擁護に関する相談窓口として、虐待防止センターとの連携を図ります。 

また、家庭や施設で虐待を受けている障がい者の相談支援、ご本人の代わりに各種契約 

などのサポートを行います。 

 



海部南部権利擁護センターの特徴・役割、概要 

 

特徴・役割 

・  弥富市・蟹江町・飛島村の３市町村が共同して設置するセンターです。 

・  住民の身近な相談窓口である市町村役場、地域包括支援センター、障が

い者相談事業所等と連携して、成年後見制度の利用相談、申立て手続の

支援等を行います。 

・  成年後見制度の利用を促進するために、広く住民を対象として成年後見

制度についての普及・啓発活動に取り組みます。 

・  成年後見制度に関わる専門家、職能団体、関係機関の連携を促進する取組

を行います。 

・  経済的な理由等で成年後見制度の利用が困難な方を対象として、センタ

ーが法人として後見人等の業務を受任します。 

・ 障がいの種別や各種ニーズに対応する専門的な相談窓口として、情報提供や必要な支

援につなげます。 

・ 海部南部自立支援協議会をはじめ、弥富市・蟹江町・飛島村の障がいにかかわる各会

議に参加します。必要に応じて個別ケースの相談会議に参加します。 

・ 虐待防止や差別解消に関する研修会や勉強会を開催します。また、弥富市、蟹江町、

飛島村の障がい虐待防止センターと連携します。 

概要 

・ 所 在 地 弥富市神戸三丁目 25 番地 弥富市役所十四山支所内 

（電話番号：0567-69-8181） 

・  人 員 センター長１名、相談員５名 

・  開 所 日 月曜日から金曜日まで（祝日・年末年始を除く） 

・  開 所 時 間 午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分まで 

・ 利用対象者 弥富市・蟹江町・飛島村に居住する住民若しくはその関係者 

  

相談窓口 

 ・相談員による相談 

   電話や窓口での相談 月曜日から金曜日（祝日・年末年始を除く） 

             9：00 から 17：00 まで 

     

 ・巡回相談（要予約） 場所：弥富市役所１階相談室 

日時：毎月第３水曜日 13：00 から 16：30 まで 

               ※１日３組（１組 50 分） 

  

 ・弁護士相談（要予約）場所：海部南部権利擁護センター 

            日時：毎月第３木曜日 13：00 から 16：00 まで 

               ※１日３組（１組 50 分） 



関係機関名 電話番号 備考

弥富市役所 （６５）１１１１

　　福祉課　　　社会福祉グループ 内線   １６４・１６５

　　　　　　　　障害福祉グループ 内線   １６２・１６３

　　　　　　　　保護グループ 内線   １６６・１６７

　　介護高齢課　介護保険グループ 内線   １７２・１７３

　　　　　　　　高齢者支援グループ 内線   １７４・１７５

　　児童課　　　児童家庭グループ 内線   １５２・１５３・１５５

　　　　　　　　保育グループ 内線   １５６･１５７

　　　　　　　　児童育成グループ 内線  　１５４

　　保険年金課　福祉医療グループ 内線   １２６・１２７

　弥富市ファミリー・サポートセンター （５８）３３５２ 市役所内

　弥富市ささえあいセンター （４３）４１６５ 弥富市総合福祉ｾﾝﾀｰ内

弥富市総合福祉センター （６５）８１０３ FAX (65)8002

十四山総合福祉センター （５２）３８００

弥富いこいの里 （６９）１６００

弥富市社会福祉協議会 （６５）８１０５ 弥富市総合福祉ｾﾝﾀｰ内

チャレンジハウス弥富 （６５）８００８ 弥富市総合福祉ｾﾝﾀｰ内

地域活動支援センター十四山 （５２）３４２５ 十四山総合福祉ｾﾝﾀｰ内

弥富市シルバー人材センター （６５）５５１５ 弥富市総合福祉ｾﾝﾀｰ内

弥富市地域包括支援センター （６５）５５２１ 海南病院内

弥富市地域包括支援センター北相談窓口 （６５）８００１ 弥富市総合福祉ｾﾝﾀｰ内

海部南部権利擁護センター （６９）８１８１ 十四山支所内

海部南部消防組合 （５２）０１１９ FAX (52)3114

　　　〃　　　　北　分　署 （６５）０１１９

愛知県海部福祉相談ｾﾝﾀｰ 地域福祉課 （２４）２１３４ FAX (24)2229

愛知県中央児童・障害者相談センター ０５２（９６１）７２５３ FAX 052(950)2355

愛知県海部児童・障害者相談センター （２５）８１１８ FAX (24)2229

愛知県津島保健所 （２６）４１３７ FAX (28)6891

愛厚弥富の里 （６８）４３２２ FAX (68)3996

愛知県警蟹江警察署

          〃        弥富幹部交番

　　　 　 〃　　　　子宝駐在所

　　　　  〃　　　　弥富北交番

（９５）０１１０ 蟹江警察署

関係機関電話番号一覧表
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